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〈 索 引 〉
本誌は銀行法施行規則等で規定された開示項目に沿って記載しており、

各項目の記載ページは以下のとおりとなっております。

概況・組織 経理・経営内容 資金調達

資金運用

信託業務

国際業務 連結情報

業績
大株主一覧
資本金
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Ｐ27
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Ｐ34
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預金科目別残高 
定期預金の残存期間別残高
資金調達原価

Ｐ19
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Ｐ27
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Ｐ20
Ｐ20
Ｐ21
Ｐ21
Ｐ21
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Ｐ21
Ｐ21
Ｐ22
Ｐ22
Ｐ22
Ｐ22
Ｐ23
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Ｐ23
Ｐ27

表紙
Ｐ3
Ｐ3
Ｐ4
Ｐ4
Ｐ4
Ｐ5
Ｐ6

Ｐ10
Ｐ12
Ｐ22
Ｐ36

主要な経営指標  　　　信託報酬、信託勘定貸出金残高
信託勘定有価証券残高、信託財産額

信託財産残高表 
元本補塡契約のある信託の種類別の受託残高
金銭信託等の受託残高
信託期間別の金銭信託及び貸付信託の元本残高
金銭信託等の種類別の貸出金及び有価証券の区分ごとの運用残高　
金銭信託等に係る有価証券の種類別の残高

Ｐ14
Ｐ24
Ｐ24
Ｐ24
Ｐ24
Ｐ24
Ｐ24

元本補塡契約のある信託に係る貸出金のうち破綻先債権、延滞債権、３ヵ月以上
延滞債権及び貸出条件緩和債権に該当するものの額並びにその合計額
金銭信託等に係る貸出金の科目別の残高 
金銭信託等に係る貸出金の契約期間別の残高
中小企業等に対する金銭信託等に係る貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合
業種別の金銭信託等に係る貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合
使途別の金銭信託等に係る貸出金残高
担保の種類別の金銭信託等に係る貸出金残高

（注）：本項目については当行は該当ありません。　

（注）
（注）
（注）
（注）
（注）
（注）
（注）

特定海外債権残高 Ｐ23

金融商品取引法に基づく監査
主要な経営指標等の推移 
中間貸借対照表
中間損益計算書
中間株主資本等変動計算書
預貸率
預証率
利益率
資金運用勘定・調達勘定の平均残高等
受取利息・支払利息の分析
総資金利鞘
業務粗利益
有価証券の時価等情報
金銭の信託の時価等情報
単体総自己資本比率
デリバティブ取引情報
単体自己資本の充実の状況
流動性に係る経営の健全性の状況
中小企業の経営の改善および
　地域の活性化のための取組みの状況

貸出金科目別残高 
貸出金の残存期間別残高
貸倒引当金残高
貸出金業種別内訳
貸出金償却額
貸出金使途別内訳
支払承諾見返担保別内訳
中小企業等向け貸出金残高
貸出金担保別内訳
破綻先債権額
延滞債権額
3カ月以上延滞債権額
貸出条件緩和債権額
有価証券残高
有価証券の残存期間別残高
商品有価証券の種類別平均残高
資金運用利回り

金融商品取引法に基づく監査
営業の概況 
主要な経営指標等の推移
中間連結貸借対照表
中間連結損益計算書
中間連結包括利益計算書
中間連結株主資本等変動計算書
中間連結キャッシュ・フロー計算書
連結決算セグメント情報
連結総自己資本比率
連結リスク管理債権
連結自己資本の充実の状況
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当中間期のわが国経済は、西日本豪雨や北海道地震、相次ぐ台風の上陸等、多くの自然災害に見舞われましたが、
災害による景気の下押しは一時的であり、緩やかな回復が続きました。また、好調な企業業績を背景に設備投資は底
堅く推移し、個人消費は賃金の改善に支えられ持ち直しの動きが続いています。米国の経済政策動向や新興国通貨下
落等の懸念材料は残りますが、引き続き、緩やかな回復が続く見通しです。

愛媛県経済は、農林水産業や観光関連等、一部、西日本豪雨の影響がみられるものの、全体としては緩やかな回
復が続く見通しです。

このような情勢のもと、当行は、お客さまへの感謝の心を行動の原点に、多様化・高度化するお客さまニーズに
お応えする商品・サービス等をご提供するとともに、態勢を整備し、「10年先も必要とされる銀行」を目指して、業
容の拡大と収益力の強化に努めてまいりました。

　
【四国アライアンス】

四国の地方銀行4行（当行、阿波銀行、百十四銀行、四国銀行）で締結しております包括提携（四国アライアンス）
につきましては、それぞれの強みやノウハウを結集し、四国創生に向けた様々な施策に取り組んでおります。

今後も、4行が連携して、産業振興や企業の事業支援、四国内外の交流活性化、地域の皆さまの金融資産形成支援
等に取り組むことで、お客さまの持続可能な成長・発展を実現し、地域の活性化に貢献してまいります。

【本部組織・店舗】
2018年4月からスタートさせました「2018年度中期経営計画～Second Stage for 150～」における戦略の実効性を高

めるため、8月より本部組織を改正いたしました。具体的には、デジタル技術の活用を軸としたICT戦略を統括する
ことを目的に、「総合企画部」内の「事業戦略室」を「デジタル企画室」に改称いたしました。また、お客さまへの
価値提供力の強化を目的に「コンサルティング営業部」を新設するとともに、非対面チャネルでの機能・サービス高
度化等を目的として「ダイレクト営業部」を新設いたしました。さらに、地域の核となる事業の発掘・育成を目的と
して「地域創生部」内に「一次産業事業化推進室」を新設し、一次産業の事業化に向けた支援態勢を強化しておりま
す。

店舗につきましては、一層、便利にご利用いただけるよう、環境変化やお客さまのニーズに合わせて機能の見直
しを行っております。お客さまの接点拡大を目的とした次世代型店舗への移行を進めるとともに、窓口とATMが一
体となり、現金取引や税金納付等がセミセルフで行える「さっと窓口」を22店舗（2018年9月末現在）に設置する等、
店舗環境の充実と受付態勢の強化に努めてまいりました。

また、当行の前身である第二十九国立銀行本店が開設された地に位置しておりました旧川之石支店においては、
愛媛県最初の銀行として、今後も地域の貴重な財産として有効活用してもらいたいとの思いから、2018年9月に八幡
浜市に寄付いたしました。

さらに、2017年1月に小田支店で営業窓口の「昼休み」を導入したことを機に、2018年10月からは、原町支店、三
芳支店、川之石支店、松山中央市場出張所にも導入し、少人数でも店舗運営ができる態勢づくりを進めてまいりま
した。

店外キャッシュコーナーにつきましては、愛媛県内では最多の217か所に設置（2018年9月末現在、コンビニATM
を除く）しておりますほか、四国の地方銀行（阿波銀行、百十四銀行、四国銀行）、広島銀行、山陰合同銀行、愛媛
県信用農業協同組合連合会および愛媛県内の農業協同組合と「他行ATMご利用手数料無料サービス」を提携してお
ります。

【商品・サービス等】
融資商品につきましては、事前に定めた観測点で一定以上の地震が発生した場合、予め定めた割合で借入元本を

免除いたしますとともに、免除後も融資枠の範囲内で資金調達ができる「震災対応型融資」を、2018年5月より取扱
いを開始いたしまして、お客さまの円滑な事業継続をサポートしてまいりました。

ソリューション業務につきましては、地域の新たなプロジェクトを応援するため、「クラウドファンディングを活
用した創業・地域活性化事業」を、2018年9月より開始いたしました。また、同年10月からは、銀行本体によるリー
ス媒介業務を開始いたしまして、融資とリースの複合的なご提供により、お客さまの多様なニーズにお応えしてま
いります。

デジタル技術を活用した取組みにつきましては、当行を含めた地方銀行7行が提携する「TSUBASAアライアンス」
におきまして、Fintech企業と当行システムをつなぐAPI基盤の共同開発を進めておりまして、2018年7月からは、お

	 経済環境

	当行の取組み

［経済環境と当行の取組み］
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